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１.計画策定の背景と目的 

本市のこれまでの無電柱化事業は、駅周辺の主要道路における歩行空間の確保や景観形

成の観点から、ＪＲ倉敷駅周辺、ＪＲ児島駅周辺及びＪＲ新倉敷駅周辺の土地区画整理事

業区域や、美観地区において整備を行ってきた。 

国会では、電柱の倒壊による発災直後の緊急活動への障害を解消する「災害の防止」、

歩行者の安全な通行を確保する「安全かつ円滑な交通の確保」及び電柱による景観の阻害

を解消する「良好な景観の形成」を図るため、無電柱化の推進に関する施策を総合的、計

画的かつ迅速に推進することを目的として「無電柱化の推進に関する法律（以下、「無電

柱化法」という。）」を平成２８年に制定した。これを受け、国では、平成３０年４月

に、平成３０年度から令和２年度までの３年間を計画期間とする「無電柱化推進計画」を

策定、令和３年５月には、令和７年度までの５年間を計画期間とする「無電柱化推進計画

」を策定した。 

また、県は、平成３１年３月に、令和元年度から令和１０年度までの１０年間を計画期

間とする「岡山県無電柱化推進計画」を策定している。 

本市においても、「災害の防止」、「安全かつ円滑な交通の確保」及び「良好な景観の

形成」を図るため、「倉敷市無電柱化推進計画」を策定し、今後の無電柱化の基本的な方

針、目標及び施策等を定めるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

図１ 災害時の道路閉塞 図２ 歩行者の通行の阻害 

（出典）国土交通省ＨＰ 

図３ 良好な景観の阻害 

美観地区 阿知４２号線 
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２.計画の位置付け 

本計画は、「無電柱化法」第８条において、策定が努力義務とされており、国及び県が

策定した無電柱化推進計画を基本とし、倉敷市第七次総合計画、倉敷市都市計画マスター

プラン等、他の計画とも整合を図り、無電柱化の推進について、基本的な方針、期間、目

標及び施策などを定めるものである。計画の位置付けを図４に示す。 

計画の見直しは、社会情勢の変化等を踏まえ、適時必要に応じて行う。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年４月、令和３年５月策定 

岡山県無電柱化推進計画 

平成３１年３月策定 

県 

倉敷市無電柱化推進計画 

無電柱化の推進に関する法律 

無電柱化推進計画 

図４  無電柱化推進計画の位置づけ 

平成２８年１２月施行 

参考 

 

国 

整合 

参考 

倉敷市の関連計画 

「無電柱化法」第８条第２項 

市町村は、無電柱化推進計画（都道府県無電柱化推進計画が定められているとき

は、無電柱化推進計画及び都道府県無電柱化推進計画）を基本として、その市町村の

区域における無電柱化の推進に関する施策についての計画を定めるよう努めなければ

ならない。 
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３.計画期間 

令和３年度から令和１２年度までの１０年間とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無電柱化前 無電柱化後 

図５ 無電柱化状況（本町１６号線） 

図６ 無電柱化状況（本町１６号線） 

無電柱化前 無電柱化後 
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４.無電柱化の現状 

（１） 対象道路 

国の「無電柱化推進計画」の中では、目的に応じて次のような道路を対象に重点的に無電

柱化を実施するよう記さている。 

１）災害の防止 

緊急輸送道路や避難所へのアクセス道路、避難路等、災害の被害の拡大防止を図る

ために必要な道路の無電柱化を推進する。特に市街地内のこれらの道路においては、

より被害が甚大となりやすいことや、近年の台風による倒木や飛来物起因の電柱倒壊

等を踏まえ、重点的に推進し電柱倒壊のリスクの解消を目指す。 

加えて、長期停電や通信障害の防止の観点から無電柱化を行うことが効果的な区間

についても推進していく。 

 

２）安全かつ円滑な交通の確保 

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」に基づく特定道路、人

通りの多い商店街等の道路、学校周辺の通学路、歩行者が路側帯内にある電柱を避け

て車道にはみ出すような道路、車道の建築限界内に電柱が設置されている道路等安全

かつ円滑な交通の確保のために必要な無電柱化を推進する。また、占用制限も活用し

ながら、道路空間を拡大するための無電柱化を推進する。 

 

３）良好な景観の形成 

重要伝統的建造物群保存地区、景観法や景観条例に基づく地区、日本遺産等の周辺

地区、その他著名な観光地など地域の特性を活かした良好な景観形成や観光振興に必

要な地区の無電柱化を推進する。 

 

以上の対象道路のうち、無電柱化の必要性の高い道路・地区から重点的に無電柱化

していくことが重要である。 

無電柱化の目的である、「災害の防止」、「安全かつ円滑な交通の確保」及び「良

好な景観の形成」について重点的に無電柱化を行う道路・地区（以下、「重点整備路

線・地区」という。）は、国の「無電柱化推進計画」を参考にし、本市の実情を踏ま

え、それぞれ、市街地※の緊急輸送道路、バリアフリー特定経路及び重要伝統的建造

物群保存地区とする。 

 

※ 市街地とは、平成２７年人口集中地区(DID)を示す。 人口集中地区(DID)とは、国勢調査基本単位区及び

基本単位区内に複数の調査区がある場合は調査区（以下「基本単位区等」という。）を基礎単位として、原

則として人口密度が 4,000 人/km2 以上の基本単位区等が市町村の境界内で互いに隣接して、それらの隣接

した地域の人口が国勢調査時に 5,000 人以上を有する地区である。 
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（２） 無電柱化整備状況 

本市の「災害の防止」、「安全かつ円滑な交通の確保」及び「良好な景観の形成」を

目的とする無電柱化の重点整備路線・地区である、市街地の緊急輸送道路、バリアフリ

ー特定経路、及び重要伝統的建造物群保存地区の無電柱化整備状況を示す。（表１） 

 

※ 全国平均の無電柱化着手率は、「災害の防止」及び「安全かつ円滑な交通の確保」は、令

和元年度末までの値。「良好な景観の形成」については、令和２年度末までの値である。 

 

本市の目的別の無電柱化整備状況は、「安全かつ円滑な交通の確保」及び「良好な景

観の形成」は、全国平均に達しているが、「災害の防止」については、全国平均が３８

％に対して、本市は１０％と、大きく遅れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 重点整備路線 

・地区 

対象 

路線延長 

・地区数 

無電柱化済 

路線延長 

・地区数 

無電柱化着手率 

倉敷市 

(令和 2年度末) 
全国平均※ 

災害の防止 市街地の 

緊急輸送道路 
９２．１ km ９．１ km １０ ％ ３８ ％ 

安全かつ円滑

な交通の確保 

バリアフリー 

特定経路 
４．２ km １．９ km ４５ ％ ３１ ％ 

良好な景観 

の形成 

重要伝統的建造

物群保存地区 
１地区 １地区 

 
 

   

 

表１  無電柱化整備状況（整備済又は工事着手済） 

１地区／ 

    １地区  

５６地区／ 

  １２６地区  

１００ ％ ４４ ％ 
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【凡例】 

無電柱化 整備済：          第１次防災拠点： 

整備中：          第２次防災拠点： 

倉敷市の無電柱化整備済路線 

図７ 倉敷地区 

JR 倉敷駅 
倉敷中央病院 

岡山県備中県民局 

 

倉敷消防署 
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図８ 児島地区 

図９ 玉島地区 

【凡例】 

無電柱化 整備済： 

JR 新倉敷駅 

JR 児島駅 
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図１０ 東町５号線（美観地区） 図１１ 本町７号線（美観地区） 

図１３ 玉島爪埼７３号線 

（ＪＲ新倉敷駅周辺） 

図１２ 白馬塩生線 

（ＪＲ児島駅周辺） 

倉敷市内の無電柱化整備済状況 
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５.無電柱化の推進に関する基本的な方針 

（１） 基本方針 

１）基本方針 

国の取組姿勢は、「新設電柱を増やさない。特に緊急輸送道路については無電柱化

を推進し電柱を減少させる」である。さらに県の取組姿勢も、「防災の観点から無電

柱化を推進する」とされており、国、県の取組姿勢や本市の現状を踏まえ、無電柱化

の目的の中で本市が遅れている「災害の防止」について、近年激甚化・頻発化する地

震や台風などの大規模災害に対応するため、緊急輸送道路等の既設電柱の減少、新設

電柱の抑制を行う。 

 

２）役割分担 

市街地の緊急輸送道路など道路の閉塞防止を目的とする区間は、占用者が一者で電

線共同溝方式が困難な区間を除き道路管理者が主体的に実施する。 

長期停電や通信障害の防止を目的とする区間、占用者が一者で電線共同溝方式が困

難な区間は、電線管理者が主体的に実施する。 

上記が重複する区間は、道路管理者と電線管理者が協議して実施する。 

  

３）推進体制 

道路管理者、電線管理者等からなる、中国地区電線類地中化協議会岡山地域部会を

活用し、無電柱化の対象区間の調整に加えて、計画段階から関係者間で協議、調整の

場とするとともに、低コスト手法の採用についても取り組む。 
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（２） 既設電柱の減少 

１）路線選定 

発災直後の災害対策本部機能の確保や、人命救助や資機材の運搬等の緊急活動を迅

速かつ的確に行うため、広域交通網（表２）から防災拠点（表２）にアクセスする路

線について、無電柱化済路線及び「岡山県無電柱化推進計画」の優先着手路線（表３

）を踏まえ、防災拠点が集中する倉敷市中心部において、「ＪＲ倉敷駅」、「倉敷市

役所」、「倉敷消防署」及び「倉敷中央病院」を機能確保する防災拠点とし、これに

アクセスする路線の無電柱化を行う。  

 

表２ 防災拠点・広域交通網一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 倉敷消防署：第２次防災拠点であるが、高度救助隊や指令センター等、災害時の   

救助活動において重要な役割を担う施設であるため対象とする。 

 

表３ 「岡山県無電柱化推進計画」における優先着手路線 

 

 

 

 

項目 該当施設

ＪＲ倉敷駅

倉敷市役所

倉敷消防署※

倉敷中央病院

岡山県備中県民局

川崎医科大学付属病院

水島港

山陽自動車道

瀬戸中央自動車道

国道２号

国道４２９号

国道４３０号

国道４８６号

防
災
拠
点

広
域
交
通
網

倉敷市地域防災計画（R3.1)において
指定された広域交通網

倉敷市地域防災計画（R3.1)において
指定された第１次防災拠点

路線名 路線延長(km) 備考

国道４３０号

県道岡山児島線

県道玉野福田線

合計 11.9 市街地の延長は、7.4km

8.4
・緊急輸送道路（第１次）で倉敷みなと大橋から広域交通網
（瀬戸中央自動車道）までの区間

国道４２９号 3.0
・緊急輸送道路（第１次）で防災拠点（ＪＲ倉敷駅）から広
域交通網（山陽自動車道）にアクセスする区間

県道倉敷玉野線 0.5
・緊急輸送道路（第１次）で岡山県優先着手区間（国道４２
９号）に連続して、防災拠点（岡山県備中県民局）から広域
交通網（山陽自動車道）にアクセスする区間
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路線名 区間 路線延長(km) 備考

自）美観地区入口交差点 防災拠点：ＪＲ倉敷駅・倉敷市役所

至）笹沖交差点 広域交通網：山陽自動車道・国道２号・国道４２９号

道路区分：緊急輸送道路（第１次）

自）倉商東交差点 防災拠点：倉敷消防署

至）倉敷消防署 広域交通網：山陽自動車道・国道２号・国道４２９号

道路区分：緊急輸送道路（第１次）

２．４合計

駅前古城池霞橋線 １．４

羽島四十瀬線 １．０

路線名 区間 路線延長(km) 備考

自）北浜交差点 防災拠点：ＪＲ倉敷駅

至）浜の茶屋北交差点 広域交通網：山陽自動車道・国道４２９号

道路区分：緊急輸送道路（第１次）

自）中央病院西交差点 防災拠点：倉敷中央病院

至）県道倉敷玉野線 広域交通網：山陽自動車道・国道４２９号

道路区分：防災拠点へのアクセス路線

１．３

三田五軒屋海岸通２号線 １．０

幸町美和線 ０．３

合計

本計画では、無電柱化することにより、広域交通網と防災拠点を接続することができ、直

ちに効果を発揮する「整備路線」と、県の無電柱化の進捗状況を踏まえ、事業実施に向けて

準備する「準備路線」を選定し、無電柱化を推進する。 

 

【整備路線】 

広域交通網の国道２号等から、「ＪＲ倉敷駅」、「倉敷市役所」及び「倉敷消防署」

へアクセスする路線。（表４） 

表４ 整備路線一覧   

 

 

 

 

 

※駅前古城池霞橋線の整備路線延長 L＝１．４ｋｍのうち、Ｌ＝０．２ｋｍは緊急輸送道

路（第１次）とバリアフリー特定経路が重複している。 

 

【準備路線】 

広域交通網の山陽自動車道等から、「ＪＲ倉敷駅」及び「倉敷中央病院」へアクセスす

る路線。（表５） 

表５ 準備路線一覧 
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図１４ 無電柱化整備路線位置図 
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図１５ 整備路線図 

倉商東交差点 

【凡例】 

整備路線 ：     第１次防災拠点：  

整備済路線：     第２次防災拠点： 

笹沖交差点 

倉敷市役所 

倉敷消防署 
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【凡例】 

準備路線 ：          県優先着手路線： 

整備済路線：  第１次防災拠点： 

図１６ 準備路線図 

中央病院西交差点 

倉敷中央病院 岡山県備中県民局 

幸町美和線 

浜の茶屋北交差点 

北浜交差点 
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２）無電柱化の整備手法 

電線共同溝方式を基本として無電柱化を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「電線共同溝の整備等に関する特別措置法」に基づき、道路管理者が、道路の地下

空間を利用して電線類を収容する電線共同溝を整備し、電線管理者（二者以上）が電

線及び地上機器を整備する方式。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１７ 電線共同溝方式のイメージ 

（出典）国土交通省ＨＰ 
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（３） 新設電柱の抑制 

本市において、近年では、毎年１，０００本以上の新設電柱が増えている状況であ

る。これらの新設電柱の増加を抑制するために、本市では、「災害の防止」を目的とす

る無電柱化の対象道路である緊急輸送道路（第１次、第２次、第３次）について、占用

制限を実施する。また、国及び県は、第１次緊急輸送道路について占用制限を実施して

いるが、第２次並びに第３次緊急輸送道路の占用制限の拡大について協議を行う。 

占用制限の告示前に許可された既設電柱については、当分の間、占用を認める。 

無電柱化が直ちに実施できず、やむなく道路区域内に新設電柱を設置せざるを得ない

場合は、原則２年間、仮設電柱として許可する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路法第３７条（抜粋） 

道路管理者は、（中略）区域を指定して道路（中略）の占用を禁止し、又は制限すること

ができる。 

一 （略） 

二 （略） 

三 災害が発生した場合における被害の拡大を防止するために特に必要があると認められ

る場合 

（出典）国土交通省ＨＰ 

図１８ 新設電柱占用制限イメージ 
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図１９ 占用制限路線 
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６.無電柱化の推進に関する目標 

 

 「災害の防止」を目的とする市街地の緊急輸送道路の無電柱化着手率を１０％から２２％ 

に向上。 

 

表６ 無電柱化の推進に関する目標 

 

なお、整備路線の駅前古城池霞橋線は、緊急輸送道路とバリアフリー特定経路が一部重複し

ているため、「安全かつ円滑な交通の確保」の無電柱化着手率にも反映され、４５％から５０

％に向上。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無電柱化着手率 

倉敷市 

（令和１２年度末） 

全国平均 

（令和７年度末） 

市街地の緊急輸送道路 １０％⇒２２％ ３８％⇒５２％ 
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７.無電柱化の推進に向けた施策 

（１） コスト縮減の推進 

電線共同溝方式の整備には、道路管理者負担約５.３億円／㎞（国の実績）に加え、地

上機器の設置等、電線管理者の費用負担も発生し、多大な費用を要することが、無電柱

化が進まない大きな要因となっている。 

これを解消し、無電柱化を推進するため、図２０に示す低コスト手法等、様々な手法

を比較し、現場に応じた最適な手法によりコスト縮減を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２０ 低コスト手法 

（出典）国土交通省ＨＰ 
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（２） 財政的措置 

１）固定資産税（償却資産）の特例措置 

電線管理者に対して、緊急輸送道路や、「道路法」第３７条の規定に基づき占用制

限を実施している道路の無電柱化を行う際に、新たに取得した電線類に係る固定資産

税の課税標準を、４年間、１／２に軽減する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）占用料の減免措置 

道路における無電柱化の一層の推進のため、道路の地下に設置する電線類の占用料

の減免措置を行う。 

 

（３） 道路事業や市街地開発事業その他これらに類する事業に併せて無電柱化を推進 

新設電柱を増やさないため、「無電柱化法」第１２条に基づき、道路事業や市街地開

発事業その他これらに類する事業が実施される場合には、道路管理者、電線管理者及び

開発事業者等の事業者が連携して無電柱化を推進する。 

 

 

 

 

 

 

図２１ 固定資産税の特別措置のイメージ 

（出典）国土交通省ＨＰ 

「無電柱化法」第１２条 

関係事業者※は，（中略）市街地開発事業その他これらに類する事業が実施される場合

には，これらの事業の状況を踏まえつつ，電柱又は電線を道路上において新たに設置しな

いようにするとともに，当該場合において，現に設置し及び管理する道路上の電柱又は電

線の撤去を当該事業の実施と併せて行うことができるときは，当該電柱又は電線を撤去す

るものとする。 

※ 関係事業者は、電線管理者を示す。 
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（１） 岡山県緊急輸送道路ネットワーク計画図 

 

  

（岡山県緊急輸送道路ネットワーク計画策定協議会） 

平成 31 年 3 月  



 

23 

 

市街地の緊急輸送道路一覧

路線名 区分
対象路線延長

（km）
無電柱化済路線延長

（km）

国道２号 第１次 6.8 6.8
国道４２９号 第１次 2.3 0.3
国道４２９号 第２次 6.9

国道４３０号 第１次 5.6

国道４３０号 第２次 7.5

岡山児島線（県道２１号） 第２次 1.7

倉敷玉野線（県道２２号） 第１次 1.9

倉敷玉野線（県道２２号） 第３次 0.5

倉敷清音線（県道２４号） 第１次 0.7 0.7
倉敷清音線（県道２４号） 第２次 1.3

倉敷笠岡線（県道６０号） 第１次 1.3

倉敷笠岡線（県道６０号） 第２次 3.0

岡山倉敷線（県道１６２号） 第２次 4.9

早島松島線（県道１８７号） 第３次 0.8

水島港線（県道１８８号） 第３次 1.0

福田老松線（県道２７４号） 第１次 1.4

福田老松線（県道２７４号） 第３次 2.4

吉備津松島線（県道３８９号） 第１次 0.4

港湾道路（三田五軒屋海岸通） 第１次 0.5

港湾道路 第３次 2.1

県道産業通り 第１次 4.0

倉敷みなと大橋 第１次 1.2

酒津中島線（県道３９６号） 第２次 1.3

水島港唐船線（県道３９８号） 第３次 3.1

倉敷西環状線（県道４２８号） 第２次 2.1

倉敷西環状線（県道４２８号） 第３次 4.3

三田五軒屋海岸通２号線 第１次 2.0

生坂二日市線 第１次 1.5

寿町17号線 第１次 0.3 0.3
酒津大島老松線 第１次 0.2

〃 第３次 1.1

羽島四十瀬線 第１次 1.7

三田五軒屋海岸通３号線 第１次 1.6

駅前古城池霞橋線 第１次 2.4 1.0
〃 第２次 4.2

東塚松江線 第３次 1.0

三田五軒屋海岸通４号線 第１次 2.6

三田五軒屋海岸通６号線 第１次 0.7

三田五軒屋海岸通５号線 第１次 2.4

堀貫線 第１次 0.9

扇の嵶線 第２次 0.5

92.1 9.1合計

（２） 無電柱化着手率の算定 
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バリアフリー特定経路一覧

路線名
対象路線延長

（ｋm）
無電柱化済路線延長

（ｋm）

阿知鶴形線 0.3

幸町美和線 0.1

駅前古城池霞橋線 0.8 0.6

寿町17号線 0.2 0.2

新倉敷停車場線 0.1 0.1

玉島爪崎73号線 0.1 0.1

県道倉敷笠岡線 0.2

国道430号 0.8

児島小川228・206号線 0.2

児島小川293号線 0.3 0.3

児島駅前１号線 0.3

児島駅前12号線 0.2

白馬塩生線 0.5 0.5

駅前通り線 0.1 0.1

合計 4.2 1.9
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無電柱化着手率(令和１２年度末) 

・市街地の緊急輸送道路 (9.1+2.4+1.0+7.4)／92.1*100＝22% 

・バリアフリー特定経路 (1.9+0.2)／4.2*100＝50% 

 

 

 

 

 

路線名 整備路線延長(km) うち市街地の整備路線延長(km)

羽島四十瀬線 1.0 1.0

合計 2.4 2.4

緊急輸送道路（第１次）

整備路線

道路種別

駅前古城池霞橋線 1.4 1.4
緊急輸送道路（第１次）1.4ｋｍ

バリアーフリー特定経路 0.2ｋｍ

路線名 準備路線延長(km) うち市街地の準備路線延長(km)

三田五軒屋海岸通２号線 1.0 1.0

幸町美和線 0.3 0.3

合計 1.3 1.3

準備路線

道路種別

緊急輸送道路（第１次）

県優先着手路線

路線名 優先着手路線延長(km) うち市街地の優先着手路線延長(km)

国道４２９号

県道倉敷玉野線

国道４３０号

県道岡山児島線

県道玉野福田線

道路種別

11.9 7.4 緊急輸送道路（第１次）
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（３） 低コスト手法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）道路の無電柱化 低コスト手法導入の手引き（案）-Ver.2
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（出典）道路の無電柱化 低コスト手法導入の手引き（案）-Ver.2
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（出典）道路の無電柱化 低コスト手法導入の手引き（案）-Ver.2
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（４） 用語の解説 

用 語 解 説 

か行 

緊急活動 災害発生時における救助，資機材調達，救急医療，避難，道路啓開，

交通確保，緊急輸送，消火活動，救援物資・ボランティア受入等の活

動。 

緊急輸送道路 

（第１次，第２次，第３次緊急

輸送道路） 

災害直後から、避難・救助をはじめ、物資供給等の応急活動のため

に、緊急車両の通行を確保すべき重要な路線で、高速自動車国道や㇐
般国道及びこれらを連絡する幹線的な道路。 

第１次緊急輸送道路とは第１次防災拠点を相互に連絡するとともに県

外との広域的な連絡を確保し、県内道路網の骨格を形成する道路。 

第２次緊急輸送道路とは第２次防災拠点と第１次緊急輸送道路を連絡

し、第１次緊急輸送道路を補完する道路。 

第３次緊急輸送道路とは第３次防災拠点と第１次・第２次緊急輸送道

路を連絡する道路。 

倉敷市第７次総合計画 倉敷市のめざす将来像とその実現に向けた施策を表したもので，まち

づくりの指針となる市の最上位計画。 

倉敷市都市計画マスタープラン 都市計画法（18条の 2）に定められている「市町村の都市計画に関す

る基本的な方針」に基づき、上位計画である倉敷市総合計画や国・県

の将来計画などを踏まえて、倉敷市における都市の将来像や土地利用

を明らかにして各地域のまちづくりの方針を定めることにより、本市

における都市計画の総合的な指針としての役割を果たすもの。 

広域交通網 
倉敷市の広域交通網として、高規格幹線道路である高速道路として

は、東西方向に山陽自動車道、南北方向に瀬戸中央自動車道が整備さ

れており、主要幹線道路としては、東西方向の国道２号、486号、南北

方向の国道429号、430号が整備されており，県道及び主要な市道とと

もに本市の骨格的な道路網を形成している。 

鉄道は，東西方向にＪＲ山陽新幹線，ＪＲ山陽本線が，四国や山陰を

結ぶ南北方向にＪＲ本四備讃線，ＪＲ伯備線が運行されている。その

他，倉敷地域と水島地域を結ぶ水島臨海鉄道や真備地区には井原鉄道

も運行されている。 

さ行 

市街地開発事業 一定のエリアを区切って、そのエリア内で公共施設の整備と宅地の開

発を総合的な計画に基づいて一体的に行うもの。 
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重要伝統的建造物群保存地区 歴史的な集落・町並みを保存することを目的に、「文化財保護法」に

基づき市町村が指定する伝統的建造物群保存地区のうち、市町村から

の申出を受け、国にとって価値が高いと判断したものについて、国が

選定する地区。 

占用 道路上の電柱や、道路地下の上下水道やガスを設置する場合など、道

路に一定の施設を設置し、継続して道路を使用すること。 

た行 

中国地区電線類地中化協議会岡

山地域部会 

中国ブロック（全国 10 ブロック）の道路管理者、総務・経済産業の地

方局、警察、電気事業者、通信事業者、有線放送事業者等から構成さ

れる協議会であり、中国ブロックの無電柱化推進のための各種調整を

行っている。 

電線管理者 中国電力や NTT などの電力線や通信線を所有し管理している企業等の

こと。 

は行 

バリアフリー特定道路 
交通バリアフリー法において、特定経路は、重点整備地区内で、特定

旅客施設から「高齢者、身体障害者等が日常生活又は社会生活におい

て利用すると認められる官公庁施設、福祉施設その他の施設」までを

結ぶ経路で、『重点整備地区における移動円滑化のために必要な道路

の構造に関する基準（平成１２年１１月１５日建設省令第40 号）』な

ど、主務省令に定める基準に適合した整備を実施するもの。 

防災拠点 災害時に物資の備蓄や応急救護、情報の収集・伝達など様々な応急災

害対策活動の拠点となる施設や場所。 


